
魚沼市農業未来創造事業補助金交付要綱

令和7年3月31日

告示第84号

(趣旨)

第1条 農業の将来にわたる持続性の確保及び耕作放棄地の増加抑制等による農村環境の

維持を図り、魚沼市農業の未来創造に資するため、担い手の確保とその経営継続・発

展等地域計画の実践に要する経費に対し、予算の範囲内において補助金を交付するも

のとし、その交付に関しては、魚沼市補助金交付規則(平成16年魚沼市規則第50号。以

下｢規則｣という。)に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。

(交付基準)

第2条 この補助金は、補助の対象となる事業ごとに別表第1から別表第3までに掲げる基

準により交付するものとする。ただし、算定した補助金額に1,000円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てた額とする。

(交付条件)

第3条 規則第6条第5号に規定するその他市長が必要と認める事項は、次の各号に掲げる

とおりとする。

(1) この補助金により取得した資材、機材等を事業の完了によって処分した場合におい

て相当の収入があったときは、その収入の全部又は一部を市に納付させることがある

こと。

(2) この補助金により取得し、又は効用の増加した財産を市長の承認を受けて処分した

場合において相当の収入があったときは、その収入の全部又は一部を市に納付させる

ことがあること。なお、この補助金により取得した資材、機材等を事業の完了によっ

て処分した場合において相当の収入があったときもまた同様とする。

(3) この補助金により取得し、又は効用の増加した財産及び資材、機材等は、事業の完

了後も善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営等を図らな

ければならないこと。

(4) この補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該帳簿及び証拠書

類を事業完了の年度の翌年度から起算して5年間保管しておかなければならないこと。

(5) この補助事業に係る経理は、他の経理と明確に区分して行わなければならないこ

と。

(交付申請書)

第4条 規則第4条第1項の規定による補助金交付申請書を提出するに当たって、各事業主

体において当該補助金に係る消費税等仕入控除税額(補助対象経費に含まれる消費税及

び地方消費税に相当する額のうち、消費税法(昭和63年法律第108号)に規定する仕入れ

に係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法(昭和25年法律226

号)に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額を



いう。以下同じ。)があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請

しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税等仕入れ控除

税額が明らかでない場合は、この限りではない。

(補助対象者)

第5条 補助対象となる農業者等は、原則として次の要件のほか、事業ごとに別表第1から

別表第3までの事業主体の欄に掲げる要件を満たす者とする。

(1) 魚沼市内に住所を有し、市税の滞納がないこと。

(2) 暴力団(魚沼市暴力団排除条例(平成23年魚沼市条例第31号)第2条第1号に規定する

暴力団をいう。以下同じ。)、暴力団員(同条例第2条第2号に規定する暴力団員をい

う。以下同じ。)でないこと又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき

関係を有しないこと。

(3) 農業経営基盤強化促進法(昭和55年法律第65号)第19条第3項の規定による地域計画

において、将来の農業を担う者と位置づけられているか、位置づけられることが確

実な者であること。

(軽微な変更の範囲)

第6条 規則第6条第1項第1号に規定する軽微な変更は、別表の補助の対象となる経費の欄

に掲げる事業ごとに次に掲げる変更以外の変更とする。

(1) 経費の配分の変更 事業費の30パーセントを超える増減。ただし、補助金額に変

更のない場合は除く。

(2) 事業の内容の変更 事業主体の変更、機械及び施設の新設及び廃止、施行箇所の

変更又は機械若しくは施設の設計単位ごとの事業量の30パーセントを超える変更

(実績報告書)

第7条 規則第13条の報告は、事業の完了の日から起算して10日を経過した日又は補助金

の交付の決定のあった年度の最終開庁日のいずれか早い時期までとする。ただし、市

長が特に必要があり、かつ予算の執行上支障がないと認めるときは、この期日を繰り

下げることができる。

2 第4条ただし書の規定により交付の申請をした場合は、前項の報告に当たって当該補助

金に係る消費税等仕入控除税額が明らかになったときは、これを補助金額から減額し

て報告しなければならない。

3 第4条ただし書の規定により交付の申請を行い、第1項の報告をした後において、消費

税等の申告により当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定したときには、その

金額(前項の規定により減額した各事業主体については、その金額が減じた額を上回る

部分の金額)を魚沼市農業未来創造事業消費税等仕入額控除税額報告書(別記様式)によ

り速やかに市長に報告するとともに、納入通知を受けてこれを納付しなければならな

い。

(事業が予定期間内に完了しない場合等の報告)

第8条 規則第6条第1項第3号により市長の指示を受けようとする場合は、事業が予定の期

間内に完了しない又は事業の遂行が困難となった理由及び事業の遂行状況を記載した

書類を市長に提出しなければならない。



(補助金の交付決定の取消し)

第9条 市長は、規則第16条に定めるもののほか、助成対象者が次のいずれかに該当する

と認めるときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。

(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。

(2) その他法令又はこれに基づく市長の処分に違反したとき。

(財産処分の制限)

第10条 規則第20条ただし書に規定する市長が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等

に関する省令(昭和40年大蔵省令第15号)に定める耐用年数に相当する期間とする。

(その他)

第11条 この要綱に定めるもののほか、この補助金に関し必要な事項は別に定める。

附 則

(施行期日)

1 この要綱は、令和7年4月1日から施行する。

(魚沼市農業者育成支援事業費補助金交付要綱等の廃止)

2 次に掲げる要綱は、廃止する。

(1) 魚沼市農業者育成支援事業費補助金交付要綱(平成25年魚沼市告示第132号)

(2) 魚沼市担い手農業経営継続緊急支援事業費補助金交付要綱(平成26年魚沼市告示第

130号)

(3) 魚沼市新規就農者援助事業補助金交付要綱(平成28年魚沼市告示第40号)

(4) 魚沼市集落営農・担い手支援事業補助金交付要綱(令和4年魚沼市告示第22号)

(5) 魚沼市農業応援元気づくり事業補助金交付要綱(令和5年魚沼市告示第39号)

(6) 魚沼市スマート農業推進事業補助金交付要綱(令和5年魚沼市告示第40号)

(7) 魚沼市外国人農業人材受入助成金交付要綱(令和5年魚沼市告示第121号)

(魚沼市農業者育成支援事業費補助金交付要綱の廃止に伴う経過措置)

3 この要綱の施行の日前に、この要綱による廃止前の魚沼市農業者育成支援事業費補助

金交付要綱(以下、この項において｢旧要綱｣という。)の規定により補助金の交付を受

けた者については、旧要綱第5条及び第9条の規定は、なおその効力を有する。

(魚沼市新規就農者援助事業補助金交付要綱の廃止に伴う経過措置)

4 この要綱の施行の日前に、この要綱による廃止前の魚沼市新規就農者援助事業補助金

交付要綱(以下、この項において｢旧要綱｣という。)の規定により補助金の交付を受け

た者については、旧要綱第4条及び第8条の規定は、なおその効力を有する。

(魚沼市集落営農・担い手支援事業補助金交付要綱の廃止に伴う経過措置)

5 この要綱の施行の日前に、この要綱による廃止前の魚沼市集落営農・担い手支援事業

補助金交付要綱(以下、この項において｢旧要綱｣という。)の規定により補助金の交付

を受けた者については、旧要綱第4条及び第8条の規定は、なおその効力を有する。

(魚沼市農業応援元気づくり事業補助金交付要綱の廃止に伴う経過措置)

6 この要綱の施行の日前に、この要綱による廃止前の魚沼市農業応援元気づくり事業補

助金交付要綱(以下、この項において｢旧要綱｣という。)の規定により補助金の交付を



受けた者については、旧要綱第4条及び第8条の規定は、なおその効力を有する。

(魚沼市スマート農業推進事業補助金交付要綱の廃止に伴う経過措置)

7 この要綱の施行の日前に、この要綱による廃止前の魚沼市スマート農業推進事業補助

金交付要綱(以下、この項において｢旧要綱｣という。)の規定により補助金の交付を受

けた者については、旧要綱第7条、第11条及び第12条の規定は、なおその効力を有す

る。

(魚沼市外国人農業人材受入助成金交付要綱の廃止に伴う経過措置)

8 この要綱の施行の日前に、この要綱による廃止前の魚沼市外国人農業人材受入助成金

交付要綱(以下、この項において｢旧要綱｣という。)の規定により補助金の交付を受け

た者については、旧要綱第9条、第10条及び第11条の規定は、なおその効力を有する。



別表第1(第2条、第5条、第6条関係)

営農継続支援対策

種
目
細
目

補助の対象となる

経費
補助率等 事業主体 摘要

農
業
用
機
械
施
設
導
入
支
援
対
策

国
県
助
成
発
展
支
援

1 国県助成発展

支援事業

国県の補助事業

(市を経由して間

接的に補助する事

業に限る。)の採択

が見込まれる設

備・機械の整備に

係る経費

当該補助金等の

財源の一部として

市以外から交付さ

れる額を除いた補

助対象経費の10％

以内。(ただし、認

定新規就農者にお

いては30％以内)

施設上限300万

円

機械上限100万

円

当該国県補助事

業の事業主体とな

る者。ただし、リ

ース会社が事業主

体の場合は、要綱

第5条第1号及び第

3号の規定は適用

しない。

リース会社が事

業主体の場合、機

械施設等を借り受

けて利用する農業

者が要綱第5条各

号の規定を満たす

者であること。

市
単
独
助
成
支
援

1 農業用機械設

備導入事業

農業用機械設備

(農業用途以外に

供されるような汎

用性の高いものは

除く。)の購入に係

る経費で、次に掲

げる要件を満たす

もの

(1) 国県及び

市の補助対象

となっていな

いこと。

(2) 同一年度

内における同

一の補助申請

者の申請は1

回までとし、

1機種1台又は

1棟のみとす

る。ただし、

補助対象経費の

2/10以内で200万

円を上限とする。

(事業主体が、魚沼

市優良モデル農業

経営体に認定され

ている場合は対象

経費の2.5/10以内

で250万円を上限

とする。)

今後も地域農業

の担い手として経

営面積の拡大を図

る者又は当該集落

等において不耕作

地の拡大等を抑制

するため、自らの

耕地を維持しつ

つ、不耕作地の懸

念がある農地の耕

作等を行う意向を

示す者で、次のい

ずれかに該当する

者

(1) 申請時に

おける農地の

経営 面積が

5ha以上の者

又は事業実施

後3年以内に

経営 面積が

5haを超える

事業主体の欄の

(2)の者について

は、以下の要件を

満たすこと。

(1) 導入機械

等に係る経費

の負担割合、

利用方法、管

理方法等から

みて共同利用

機械であるこ

とが分かる書

類を交付申請

書に添付する

こと。

(2) 当該集落

等において不

耕作地となる

懸念がある農

地について、

導入機械等の

耐用年数の範



トラクター購

入の際のアタ

ッチメントに

ついては、2種

類までは補助

対象とする。

(3) 1回の購入

価格が、50万

円以上(消費

税及び付属品

を含まない本

体価格)の農

業用機械であ

ること。

ことが確実な

者

(2) (1)以外の

小規模経営者

等が2者以上

で導入機械を

共同利用する

組織

(3) 中山間地

域等直接支払

制度の集落協

定組織(この

場 合 におい

て、要綱第5条

第3号の規定

は適 用しな

い。)

(4) その他市

長が認める者

囲において積

極的に耕作等

を検討する旨

の意向書を交

付申請書に添

付すること。

2 農業用パイプ

ハウス導入事業

農業用パイプハ

ウス資材(遮光資

材、潅水設備等及

び50万円未満の付

属品を含む。ただ

し、取付設置費用

等は除く。)の購入

に係る費用で、前

項各号の要件に該

当するもの。ただ

し、補助対象とす

る農業用パイプハ

ウス資材、遮光資

材、潅水設備等は

新品に限るものと

する。



農
業
用
機
械
施
設
導
入
支
援
対
策

市
単
独
助
成
支
援

1 園芸・果樹用機

械設備導入事業

園芸・果樹等の

収益向上につなが

るものと認められ

る機械・器具の1件

の購入経費(農業

以外の用途にも供

されるような汎用

性の高いものは除

き、税抜きで10万

円以上のものに限

る。)

補助対象経費の

1/2以内で50万円

を上限とする。

(複数作目を対象

とする事業主体欄

の(1)の者にあっ

ては、作目ごとに

これを適用する。

また、助成は1申請

者1作目につき年1

回とする。)

次のいずれかの

者

(1) 特定の作

目の生産・振

興を図るため

の農業者等で

組織する団体

(2) 新たに園

芸作 目の生

産・出荷・販

売に取り組む

者。なお、既

に園芸作物の

生産等を行っ

ている者であ

っても、新た

な作目を対象

として取り組

む場合は対象

とする。

事業主体の欄の

(2)の者は、試作等

を除き新たな園芸

作目の生産出荷を

開始する者であっ

て、以下の要件を

全て満たす者。

(1) 新 た に 生

産・販売を開始

する作目の販売

額合計が3年後

に概ね100万円

を超えることを

目標としている

こと。

(2) ほ場整備後

のほ場での栽培

又は栽培作目が

地域園芸振興プ

ランの推進品目

又は水田収益力

強化ビジョンの

対象品目である

こと。

2 農業用業務車

両等導入事業

農業用の通作又

は業務車両の購入

経費であって、農

業法人等が新たな

雇用者の労働環境

整備及び新たな雇

用者を活用した業

務・販売拡大のた

めに購入するもの

補助対象経費の

2/3以内で50万円

を上限とする。

UIJターン新規

雇用支援事業の補

助金を受けている

者

補助対象とする

農業用業務車両

は、4ナンバーのキ

ャブバンタイプ又

は軽トラックに限

るものとする。

3 スマート農業

機器導入事業

次のいずれかの

補助対象経費の

2/3以内((2)の事

業は1/2以内)で

次のいずれかの

要件を満たす者

(1) 農地所有

(1) 事業の採択

に当たっては、

次の要件を全て



導入機器に係る経

費

(1) 高精度位

置情報技術等

導入事業 農

業機械の自動

操舵導入に係

る経費

(2)農業用ドロ

ーン導入事業

主に農薬の散

布を目的とし

た農業用ドロ

ーンの導入に

係る経費

(3)省力化及び

効率化のため

の機械設備導

入事業 ラジ

コン草刈機、

園芸作物の自

動収穫ロボッ

ト等導入に係

る経費

(4) 先進技術

活用環境制御

機械設備導入

事業 AIを用

いた水田管理

システム、ハ

ウス温度等の

環境管理シス

テムの導入に

係る経費

600万円を上限と

する。

適格法人であ

って経営面積

を20ha以上保

有し、50歳未

満の者が従業

員を含めて2

名以上いるこ

と。

(2) 3者以上で

構成された団

体で次の要件

を全て満たす

者。

ア 代表者の

定めがある

こと。

イ 構成員の

うち50歳未

満 の 者 が

2/3以上を

占 め る こ

と。

ウ 構成員全

員が本事業

の交付対象

となってい

る他の団体

に属してい

ないこと。

満たすこと。

ア 補助対象と

する機械施設

等は新品のも

の又は新設、

新築によるも

のとする。

イ 上記機械施

設等は、原則

として耐用年

数5年以上の

ものとする。

ウ 当該導入機

械設備、技術

等を活用した

作業受託によ

る受託面積の

拡大 につ い

て、あらかじ

め市の承認を

受けること。

エ 過去に本事

業の補助金を

受けた者にあ

っては、前回

の補助事業の

完了した日の

属する会計年

度の終了後1

年を経過して

いること。

(2) 事業の実施

に当たっては、

市が必要に応じ

て行う実地調査

に協力するとと

もに、成果報告

会等へ出席する



こと。

(3) 事業の完了

後は、次に掲げ

る報告等を行う

こと。

ア 補助事業の

完了した日の

属する会計年

度の終了後3

年間、魚沼市

農業未来創造

事業実施要領

(令和7年魚沼

市訓令第 号。

以下｢要領｣と

いう。)に規定

する実績書に

より、計画の

達成状況を報

告すること。

イ アによる報

告の最終年度

において、計

画に対する達

成率が70%未

満の場合は、

改善計画を作

成し、翌年度

の6月末日ま

でに市長に提

出するととも

に、達成状況

の報告を5年

間延長する。

ウ イによる5

年後の報告に

おいてもなお

達成率が70%



の場合は、再

度改善計画を

作成するとと

もに、報告期

間をさらに5

年 間 延 長 す

る。

エ イ及びウの

場合 にお い

て、目標達成

率が70%未満

となった理由

が、天災その

他事業主体の

責めに帰すべ

きでないもの

の場合は、報

告期間を延長

しない。

営
農
活
動
支
援
対
策

営
農
規
模
拡
大
支
援

1 受託地代助成

事業

受託水田10a当

たりの賃借料が、

物納の場合は15kg

以上、賃料の場合

は4,500円以上で

ある賃借水田の賃

借料

対象となる賃貸

借水田10a当たり

1,500円

(事業主体が、魚沼

市優良モデル農業

経営体の場合にあ

っては、10a当たり

2,000円。ただし、

親が所有する水田

を除く。)

魚沼市再生協議

会が実施する魚沼

市独自支援制度に

全加入しており、

次のいずれかの要

件を満たす者

(1) 賃貸借水

田を含み経営

面積が5ha以

上ある者でそ

の期間が3年

以上あるか又

は3年未満で

あっても契約

満了後5年以

上の契約更新

が確 実なこ

と。

(2) 賃貸借に

(1) 交付対象と

なる賃貸借契約

の確認基準日

は、事業実施年

度の6月1日とす

る。

(2) 交付対象と

なる受託水田の

面積は農地台帳

により確認する

ことを原則とす

るが、現況面積

が著しく乖離し

ており、申請者

の申し出により

市長が適正と認

めるときは水田

台帳面積に置き

換えることがで



営
農
活
動
支
援
対
策

営
農
規
模
拡
大
支
援

よる 水田を

2.5ha以上有

する者でその

期間が3年以

上あるか又は

3年未満であ

っても契約満

了後5年以上

の契約更新が

確実であるこ

と。

きる。

(3) 農地中間管

理機構を通じた

貸借で、ほ場整

備事業実施地区

の場合、換地終

了までの使用貸

借契約期間につ

いては、申請者

からの支払実績

の写し等の提出

を受けて賃借料

の確認を行うこ

とができるもの

とする。

2 遠距離通作水

田受託支援事業

主要作業所等か

ら7km以上離れた

魚沼市内の受託水

田の耕作に係る掛

かり増し経費。た

だし、適正な農産

物生産又は適正管

理が行われている

水田であること。

対象となる賃貸

借水田10a当たり

1,000円(ただし、

親が所有する水田

を除く。)

(1) 交付対象と

なる賃貸借契約

の確認基準日

は、事業実施年

度の6月1日とす

る。

(2) 主要作業所

は事業主体ごと

に市内の1作業

所を登録するこ

と。

(3) 距離計測は、

登録した主要作

業所から申請さ

れた支援対象水

田(面的なまと

まりのある水田

の場合はその中

心)までの距離

を、国県道及び

主要市道を経由

する場合の距離

として魚沼市地



営
農
活
動
支
援
対
策

理情報システム

により計測す

る。

3 狭小水田受託

支援事業

受託している狭

小水田の耕作に係

る掛かり増し経費

で次の要件を満た

すもの

(1) 当該水田1

筆の農地台帳

面積が7a以下

であるもの。

ただし、畔抜

き等で現況地

積が7aを超え

ている場合は

対 象と しな

い。

(2) 当該水田

において適正

な農産物生産

又は適正管理

が行われてい

ること。

対象となる賃貸

借水田10a当たり

1,000円(ただし、

親が所有する水田

を除く。)

(1) 交付対象と

なる賃貸借契約

の確認基準日

は、事業実施年

度の6月1日とす

る。

(2) 対象水田の

面積確認は、農

地台帳によるほ

か、必要により

航空写真での確

認や現地調査を

実施する。

4 水稲中間管理

再委託支援事業

受託農家が受託

農地の地権者等に

対し、稲作の中間

管理作業(草刈、水

管理、防除又は施

肥に限る。)を委託

する場合の経費

契約1件当たり

の経費の1/3以内

とし、上限3万円と

する。ただし、1事

業主体当たり補助

の対象となる契約

は、1年につき5件

を上限とする。

前項までに規定

する事業主体要件

に該当する農業者

で、受託農地につ

いて、地権者等に

中間管理の再委託

契約を行っている

者

再委託契約は、

再委託する中間管

理の業務内容、対

象ほ場、委託金額、

期間について書面

により行うこと。

5 担い手支援・地

域総応援団設立

活動支援事業

(1) 団体の活動

経費に対して年

間10万円を上限

地域計画の推進

を通じて集落・地

域の課題解決の取

(1) 事業実施計

画書に、集落、

農家組合、その



営
農
活
動
支
援
対
策

集落等の合意の

もと担い手の営農

活動を支援して環

境保全を図ってい

くことを目的にし

た団体(担い手地

域総応援団)の活

動経費及び担い手

応援・環境保全の

ために共同活動に

使用する草刈機の

導入に要する経

費。ただし、団体

の活動経費は次に

掲げるものを除

く。

(1) 団体の運

営に係る経常

的な経費(家

賃、電気料、

電話料、自動

車の維持費用

(燃料・オイ

ル ・車 検費

用・保険料）

及びその他類

似の性格を持

つ 経費 をい

う)

(2) 事務作業

に係る人件費

(3) 飲食費(会

議等の湯茶は

除く。)

(4) 他の目的

に転用できる

備品等の購入

(5) 作業委託

とする。ただし、

補助対象経費が

10万円未満の場

合は、その額を

上限とする。

(2) 草刈機導入

経費に対して

ア 自走式の場

合 経費の

4/10以内で12

万円を上限と

する。

イ 着脱式の場

合経費の1/3

以内で100万

円を上限とす

る。

組を行う担い手地

域総応援団とし

て、次の要件を全

て満たす団体

(1) 市内に住

所又は本拠地

を有する農業

者を含む5名

以上で構成さ

れて いるこ

と。

(2) 集落等に

より承認を受

けて いるこ

と。

(3) 代表者の

定めがあるこ

と。

(4) 運営規約

があること。

(5) 構成員が

他地区におい

て本事業の補

助対象団体に

属していない

こと。

(6) 担い手地

域総応援団と

して市長が認

めた団体であ

ること。

他活動組織の合

意により設立さ

れた旨が分かる

書類(議事録又

は合意した組織

の長が証明する

資料等)を添付

すること。

(2) 事業実施初

年度に担い手地

域総応援団登録

申請をするこ

と。なお、登録

内容に変更があ

った場合も同様

とする。



等の外注費

(6) 租税公課

(7) 他の補助

事業等と重複

する経費

(8) その他市

長が不適当と

認めたもの

外
国
人
就
労
支
援

1 外国人農業人

材受入支援事業

基準日(令和7年

4月1日)以降にお

いて、外国人農業

人材(外国人の技

能実習の適正な実

施及び技能実習生

の保護に関する法

律(平成28年法律

第89号)に規定す

る一般監理事業又

は特定監理事業を

行う監理団体と契

約等を締結し、認

可法人外国人技能

実習機構から技能

実習計画の認定を

受けている者と雇

用契約を締結し、

農業分野(耕種農

業全般・畜産農業

全般)に従事する

者をいう。)を受け

入れ、又は基準日

以降に外国人農業

人材を受け入れる

場合において、こ

れに伴う渡航費用

(往路)等・取次費

補助対象経費の

2/3以内で受け入

れる外国人農業人

材1人当たり上限

15万円(基準日に

おいて受け入れて

いる又は基準日以

降において受け入

れた外国人農業人

材1名につき1回限

りとし、1事業者に

つき単年度5名を

上限とする。)

基準日において

外国人農業人材を

雇用している又は

基準日以降に外国

人人材を雇用して

いる農業者

(1) 基準日又は

基準日以降に外

国人農業人材を

受け入れた日の

翌日から2月以

内に市長に申請

すること。

(2) 補助率等の

欄の｢外国人農

業人材1名につ

き1回限り｣は、

受入先の変更等

があっても同様

に通算して1回

限りとする。



用、健康診断費用、

渡航前及び入国後

講習等費用、外国

人労働者保険等そ

の他受入れ及び講

習等に要する費用

営
農
活
動
向
上
支
援

1 スマート農業

技術導入事業

次のいずれかの

技術導入に係る経

費

(1) 先進技術

活用農産物生

産等導入事業

リモートセン

シング撮影、

画像評価・分

析並びに土壌

分析に係る経

費

(2) 農業用ド

ローン技術認

定 取得 事業

農作業に係る

ドローン技術

及び安全な飛

行に関する知

識を取得する

ために受講す

る講習等に係

る経費

補助対象経費の

2/3以内で200万円

を上限とする。

次のいずれかの

要件を満たす者

(1) 農業法人で

あって経営面積

を20ha以上保有

し、50歳未満の

者が従業員を含

めて2名以上い

ること。

(2) 3者以上で構

成された団体で

次の要件を全て

満たすもの

ア 代表者の定

めが あるこ

と。

イ 構成員のう

ち50歳未満の

者が2/3以上

を 占 めるこ

と。

ウ 構成員全員

が本事業の交

付対象となっ

ている他の団

体に属してい

ないこと。

当該技術等を活

用した作業受託に

よる受託面積の拡

大の承認を受ける

こと。



組
織
体
等
向
上
対
策

研
修
の
場
設
置
・
参
加
支
援

1 研 修 の 場 設

置・参加支援事

業

当該法人で行う

経営発展のための

技術研修の実施、

講師手配や視察等

の実施に要する旅

費及び謝金等の経

費

補助対象経費の

1/2以内で10万円

を上限とする。た

だし、1法人につき

年1回に限る。

市内に活動拠点

を置く農業法人

視察の対象経費

は、旅費及び謝金

等に限る。

組
織
化
・
会
社
化
支
援

1 組織化・会社化

支援事業

(1) 3戸以上の

農業者(以下

｢3戸以上農業

者｣という。)

が農地所有適

格法人を設立

するための以

下の経費

ア 法人化の

ための研修

等に参加す

る経費

イ 定款認証

及び登記費

用

ウ 司法書士

等による代

行費用

(2) 農業者が

経 営の 効率

化・安定化を

目的に農地所

有適格法人を

設立するため

の前号アから

ウまでに掲げ

(1) 3戸以上農業

者の場合 補助

対象経費の1/2

以内で50万円を

上限とする。

(2) それ以外の

場合 補助対象

経費の1/2以内

で30万円を上限

とする。

(1) 3戸以上農業

者の場合 3戸

以上農業者で組

織された法人化

を志向する団体

(2) それ以外の

場合 個人農家

で法人化を志向

する者

法人設立のため

の研修等経費は、

法人設立及び設立

後の運営に関する

研修等に係る経費

とし、視察の対象

経費は、旅費及び

謝金等に限る。



別表第2(第2条、第5条、第6条関係)

新規就農支援対策

る経費

種
目
細
目

補助の対象となる

経費
補助率等 事業主体 摘要

新
規
就
農
者
支
援
対
策

新
規
就
農
支
援

1 新規就農者支

援事業

本市に住所を有

し、市内の農地を

新たに取得し若し

くは借り上げ又は

所有して、意欲を

持って新たに農業

を始める者及び農

家子弟等(本市に

住所を有し、親又

は親が経営する法

人で就農している

か雇用されて就農

している50歳未満

の者であって、次

世代に経営継承を

受ける見込みの者

をいう。以下同

じ。)に係る次の経

費を補助するもの

(1) 営農支援

就農に当たっ

ての施設・機

械の整備、肥

料代、種子代

等の営農に係

る経費

(2) 技術習得

支援 新規就

農者が農業大

学校及び指導

(1) 営農支援の

場合 補助対象

経費の10/10以

内で30万円(実

績が30万円以下

の場合はその金

額)を上限とし、

補助の期間は最

長で5年間とす

る。

(2) 技術習得支

援の場合 補助

対象経費の1/2

以内で15万円を

上限とし、補助

の期間は最長で

2年間とする。

(3) 家賃支援の

場合 補助対象

経費の10/10以

内で対象となる

住宅の区分ごと

に次に掲げる金

額(実績が上限

額以下の場合は

その金額)を上

限とし、補助の

期間は最長で5

年間とする。

ア 空き家 月

額5万円、

イ 公営住宅等

新規就農から3

年以内の者で、事

業区分ごとに次の

要件に該当する者

(1) 営農支援

の場合 次の

いずれかに該

当する者

ア 年齢50歳

未満であっ

て経営開始

資金の受給

者

イ ア以外の

者で、年齢

50歳未満の

者であって

30a以上の

農地を自ら

耕作する者

(2) 技術習得

支 援 の 場 合

前号ア又はイ

に該当する者

のほか、農家

子弟等

(3) 家賃支援

の場合 新規

就農者のうち

公営住宅等を

借 り 上 げ た

UIJターン者。

事業主体の欄

(1)アの経営開始

資金の受給者とは

新規就農者育成総

合対策実施要綱

(令和4年3月29日

付け3経営第3142

号農陳水産事務次

官依命通知)に掲

げる経営開始資金

を受給している者

をいう。



農業士や農業

法人の下で実

習するための

受講料、旅費、

宿泊費等の経

費

(3) 家賃支援

住宅1月当た

りの家賃

月額2万円

ウ 民間賃貸住

宅 月額5万

円

ただし、魚沼

市定住促進事

業の規定によ

る補助金の交

付を受けてい

る者は除く。

2 定年帰農者等

支援事業

農業従事に必要

な資材、装備等の

取得その他就農準

備に要する経費

補助対象経費の

10/10以内で20万

円を上限とする。

ただし、申請は1回

限りとする。

他産業を退職後

3年以内に新たに

又は本格的に農業

を開始しようとす

る者であって、次

の要件に該当する

者

(1) 申請時点

において50歳

から65歳まで

の者

(2) 就農後、農

業を3年以上

継続する見込

みである者

事業主体の欄の

｢本格的に農業を

開始｣とは、年間60

日以上の期間を農

業に従事すること

をいう。

3 UIJターン新規

雇用支援事業

次の各号に掲げ

る者(以下｢UIJタ

ーン者｣という。)

を正規雇用した農

業法人等の、当該

雇用に要する経費

(1) 当市の出身

者で、転出後、市

外に1年以上居

住し、申請時点

において当市に

住民登録してい

正規雇用者1人

につき月額3万円

を3年間助成する。

ただし、雇用月数

が1月に満たない

場合は日割計算と

し、千円未満は切

捨てとする。

市内に本社を有

する新たにUIJタ

ーン者を雇用した

農業法人又は法人

化を目指す農業者

(1) UIJターン者

は令和7年2月1

日以降に本市に

住民登録をした

者とする。

(2) 正規雇用は、

令和7年4月1日

以降に雇用期間

の定めのない労

働契約に基づき

農業法人が雇用

することをい

う。

(3) 農閑期等に



別表第3(第2条、第5条、第6条関係)

農村集落維持支援対策

る者

(2) 当市以外の

出身者で、出身

地以外(当市を

除く)に居住し

た後、申請時点

において魚沼市

に住民登録して

いる者

(3) 当市以外の

出身者で、申請

時点において魚

沼市に住民登録

している者

他の産業に従事

する期間につい

ては、経費補助

の対象としな

い。

(4) 助成の対象

となるUIJター

ン者1人につき3

年間(助成初年

目が12月に満た

なくとも1年間

とし、以後連続

した2年間)に限

り助成するもの

とする。ただし、

雇用先を変更す

る場合も期間は

通算するものと

する。

種
目
細
目

補助の対象となる

経費
補助率等 事業主体 摘要

農
村
集
落
維
持
支
援
対
策

高
付
加
価
値
作
物
等
試
作
生
産
支
援

1 高付加価値作

物等生産・販売

支援事業

水稲耕作条件が

不利な山間地又は

付加価値の高い農

産物生産の取組に

意欲的な地域にお

いて高付加価値農

産物(米を含む。)

の試作又は生産・

販売等に要する以

下の経費。ただし、

機械等の購入に要

補助対象経費の

2/3以内で100万円

を上限とし、補助

の期間は連続する

2年間までとする。

次のいずれかに

該当する者

(1) 市内の山

間地等の集落

若しくは農家

組合又は農業

者を含む3名

以上で組織さ

れた団体

(2) 山間地等

のほ場を受託

しており、そ

のほ場を活用

し高付加価値

(1) 補助の対象

となる経費の欄

に掲げる｢水稲

耕作条件が不利

な山間地｣とは、

受益地の過半が

次のいずれかに

該当する地域を

いう。

ア 振興山村又

は特定農山村

の指定地域

イ 中山間地域

等直接支払制



する経費を除く。

(1) 品目等研

修・検討経費

(2) 試作経費

(3) 生産・出荷

及び販売体

制の整備に

要する経費

作物等の生産

に意欲を持つ

者

(3) その他の

農業者等で市

長が特に認め

る者

度の実施地域

(2) 同欄の｢付加

価値の高い農産

物生産の取組に

意欲的な地域｣

とは、高付加価

値農産物等((1)

以外の地域にあ

っては園芸品目

に限る。)の生産

出荷計画等の熟

度が高いと市長

が認める地域を

いう。


